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Ⅰ．基本事項 

 

１．計画の目的 

地球温暖化は，人類の活動による大気中の二酸化炭素等の温室効果ガス濃度増加に伴い，

地表面から放射される熱の一部がバランスを超えて温室効果ガスに吸収されることにより

地表面の温度が上昇する現象である。 

急激な気温の上昇は，①海面水位の上昇に伴う陸地の減少，②豪雨や干ばつ等の異常気象，

③農業生産や水産物への影響，④マラリア等の熱帯性感染症の拡大など，地球環境への多大

な影響が指摘されている。 

温暖化対策を巡る国際的な動向として，2015 年（平成 27 年）11 月から 12 月にフラ

ンス・パリにおいて COP21 が開催され，京都議定書以来 18 年ぶりの新たな法的拘束力

のある国際的な合意文書となるパリ協定が採択された。 

合意に至ったパリ協定は，国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以前

に比べて２℃より十分低く保つとともに，1.5℃に抑える努力を追及すること」や「今世紀

後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか，附属書Ⅰ国（いわゆる先

進国）と非附属書Ⅰ国（いわゆる途上国）という附属書に基づく固定された二分論を超えた

全ての国の参加，５年ごとに貢献（nationally determined contribution）を提出・更新

する仕組み，適応計画プロセスや行動の実施等を規定しており，国際枠組みとして画期的な

ものと言える。 

さらに，2017 年（平成 29 年）11 月に開催された COP23 では，2018 年（平成 30

年）に行われる世界の気候変動対策の進捗状況をチェックする促進的対話（タラノア対話）

の進め方や，2020 年までの行動の引き上げのプロセス等について，合意がなされている。 

一方国内では，平成27年7月17日に開催した地球温暖化対策推進本部において，2030

年度の温室効果ガス削減目標を，2013 年度比で26.0％減（2005 年度比で25.4％減）

とする「日本の約束草案」を決定し，同日付で国連気候変動枠組条約事務局に提出した。 

また，前述した同年12 月のパリ協定の採択を受け，政府は同年12月22日に開催した地

球温暖化対策推進本部において「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組方針について」

を決定し，「地球温暖化対策計画」を策定することとした。 

これをうけてその計画案がとりまとめられ，さらにパブリックコメントを踏まえて，平成

2８年５月１３日に閣議決定された「地球温暖化対策計画」は，我が国の地球温暖化対策の

総合的かつ計画的な推進を図るため，地球温暖化対策推進法第８条に基づいて策定する，我

が国唯一の地球温暖化に関する総合的な計画である。この中では，地方公共団体の役割とし

て，自ら率先的な取組を行うことにより，区域の事業者・住民の模範となることを目指すべ

きである，とされている。 

本町では，平成１３年度より法第２０条の３に基づき「北島町地球温暖化対策実行計画」

を策定し，率先して温暖化対策に取り組んでいるところであり，本実行計画は，本町行政活

動における温暖化防止対策の更なる取り組みの推進を目的として，新たに５か年計画を 

策定するものである。
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２．北島町における温室効果ガス排出量の推移 

本町の行政活動に伴う各年度における温室効果ガスの総排出量（ＣＯ２換算）は，平成 

１４年度を１００とすると，下記のグラフのように推移している。 

第１次実行計画期間（平成１４～１８年度）においては，約１割減を達成しているが，第

２次実行計画期間（平成２０～２４年度）においては，排出量の増減があったなかで，目標

年度（平成２４年度）における削減目標は達成できなかった。 

第３次実行計画期間（平成２５～２９年度）においては、平成２３年度に対して減少はあ

ったものの再び増加傾向にあることから，目標年度（平成２９年度）における削減目標の達

成は見通せない状況にある。 

このような状況下より，本計画において温暖化防止対策の更なる取り組みを行うこととす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画の期間は，平成３0 年度から平成３4 年度の５年間とする。また，本計画では基準

年度をデータが取得できる最も直近の年度である平成２8 年度とする。 

なお，技術の進歩及び目標の達成状況等を踏まえながら，必要に応じて見直しを行うもの

とする。 
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４．計画の範囲 

本計画の対象範囲は北島町が行う事務及び事業であり，地方自治法に定められた行政事務

及び事業のすべてを対象とする。したがって，庁舎及び出先機関を含めたすべての組織及び

施設を対象とする。 

ただし，民間事業者等への外部委託により実施する事務及び事業は対象としない。 

課   名 対   象   施   設 

総務課 庁舎・公用車 

税務課  

住民課  

民生児童課 学習等供用施設（北部・南部・中央）・児童館（東・西） 

保育所 保育所 

保険福祉課  

保健相談センター 保健相談センター・公用車 

建設課 公用車 

出納室  

水道課 浄水場・公用車 

議会事務局  

教育委員会 中学校・小学校（北・南・中）・幼稚園（北・南・中） 

図書館・創世ホール 図書館・創世ホール 

給食センター 給食センター・公用車 

清掃センター 清掃センター・公用車 

クリーンセンター クリーンセンター・グリーンタウン下水処理場・公用車 

まちみらい課（旧：生活産業課） 公用車 

危機情報管理課（旧：危機情報管理室） 公用車 

地域包括支援センター 公用車 

 ※北島町北公園総合体育館 

 ※北島町町民体育センター 

 ※北島町武道館 

 ※北島町生涯学習センター（サンライフ） 

 ※北島町温水プール（サンビレッジ） 

 ※水辺交流プラザ 

注）１．他者への委託等により行う事務及び事業は対象外とする。 

２．※の施設については指定管理者制度によるものであるが，計画の対象とする。 

３．各排水機場については，降水量により電気・燃料の使用量が左右されるため本計画の対

象外とする。 

４．平成２９年度以降に供用開始される施設及び増設される施設・設備については計画の対

象外とする。ただし，これらの施設については本計画の趣旨にそった管理を行い，個別に

発生ガス量等の調査・削減に努める。 
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５．対象の温室効果ガス 

本計画の対象となる温室効果ガスは次の４物質とする。 

①二酸化炭素（ＣＯ２） 

②メタン（ＣＨ４） 

③一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 

④ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） 

 

 

 

Ⅱ．温室効果ガスの総排出量 

 

１．温室効果ガス総排出量の算定対象及び算定方法等 

算定対象及び算定方法等については「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平

成２９年３月 環境省総合環境政策局）に従って算定するものとする。 

 

（１）算定の対象となる活動 

温室効果ガス 内     容 本計画における算定対象 

二酸化炭素 

ＣＯ２ 

燃料の使用に伴う排出 

ガソリン・灯油・軽油 

Ａ重油・ガス・電気 

ボイラー，発動機，公用車，空調機，

給湯及び焼却施設における助燃等に

用いる燃料 

電気の使用に伴う排出 電気の使用量 

メタン 

ＣＨ４ 

自動車の走行に伴う排出 公用車の走行距離 

下水及びし尿処理に伴う排出 

グリーンタウン下水処理場における

下水処理量及びクリーンセンターし

尿処理量 

一般廃棄物の焼却に伴う排出 清掃センターにおける廃棄物焼却量 

一酸化二窒素 

Ｎ２Ｏ 

自動車の走行に伴う排出 公用車の走行距離 

下水及びし尿処理に伴う排出 

グリーンタウン下水処理場における

下水処理量及びクリーンセンターし

尿処理量 

一般廃棄物の焼却に伴う排出 清掃センターにおける廃棄物焼却量 

ハイドロフルオロカーボン 

ＨＦＣ 

カーエアコン使用時の漏出 

ＨＦＣ１３４a 
カーエアコンの年間使用台数 
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（２）活動区分ごとの排出ガス算定方法（排出係数） 

温室効果ガス 活 動 区 分 算定方法（排出係数） 単位 

二酸化炭素 

ＣＯ２ 

燃料の使用 ガソリン使用量×２．３２ kg/L 

灯 油 使 用 量×２．４９ kg/L 

軽 油 使 用 量×２．５８ kg/L 

Ａ 重 油 使 用 量×２．７１ kg/L 

ガ ス 使 用 量×１．３７４ kg/m3 

電気の使用 電 気 使 用 量×０．５１０ kg/kWh 

メタン 

ＣＨ４ 

自動車の走行（距離） 

ガソリン車 

 

 

普 通 乗 用 車×０．００００１０ kg/㎞ 

軽 自 動 車×０．００００１０ kg/㎞ 

小 型 貨 物 車×０．００００１５ kg/㎞ 

軽 貨 物 車×０．００００１１ kg/㎞ 

自動車の走行（距離） 

ハイブリッド車 
普通・小型乗用車×０．０００００２５ kg/㎞ 

自動車の走行（距離） 

軽油車 

普 通 貨 物 車×０．００００１５ kg/㎞ 

小 型 貨 物 車×０．０００００７６ kg/㎞ 

特 殊 用 途 車×０．００００１３ kg/㎞ 

下水処理量 下 水 処 理 量×０．０００８８ kg/ｍ3 

し尿処理量 し 尿 処 理 量×０．０３８ kg/ｍ3 

一般廃棄物処理量 ご み 焼 却 量×０．０７６ kg/湿ｔ 

一酸化二窒素 

Ｎ２Ｏ 

自動車の走行（距離） 

ガソリン車 

 

 

普 通 乗 用 車×０．００００２９ kg/㎞ 

軽 自 動 車×０．００００２２ kg/㎞ 

小 型 貨 物 車×０．００００２６ kg/㎞ 

軽 貨 物 車×０．００００２２ kg/㎞ 

自動車の走行（距離） 

 ハイブリッド車 
普通・小型乗用車×０．００００００５ kg/㎞ 

自動車の走行（距離） 

軽油車 

普 通 貨 物 車×０．００００１４ kg/㎞ 

小 型 貨 物 車×０．０００００９ kg/㎞ 

特 殊 用 途 車×０．００００２５ kg/㎞ 

下水処理量 下 水 処 理 量×０．０００１６ kg/m3 

し尿処理量 し 尿 処 理 量×０．０００９３ kg/m3 

一般廃棄物処理量 ご み 焼 却 量×０．０７２４ kg/湿ｔ 

ハ イドロフルオロカーボン 

ＨＦＣ 

カーエアコン使用 

ＨＦＣ１３４a 

カーエアコン年間使用台数 

×０．０１０ 
kg/台 

注）１．排出係数は，「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体の事務及び事業 

に係る実行計画策定マニュアル」及び「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平 

成２９年３月 環境省総合環境政策局）による。 

2．ガス（ＬＰＧ）は，０．４５８ kg/m³ で換算。 

3．電気の排出係数は，四国電力株式会社における平成２８年度実績の実排出係数（平成２９ 

年 12 月２１日公表）による。（参考：平成２7 年度実績の係数＝０．651 ㎏/kWh） 
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（３）各温室効果ガス（４種）の排出量算定式 

各温室効果ガス排出量 ＝ Σ｛ （ 活動区分ごとの排出量 ） ｝ 

 

 

 

（４）温室効果ガスの総排出量算定式（ＣＯ₂換算式） 

温室効果ガス総排出量 ＝ Σ｛（各温室効果ガス排出量）×（地球温暖化係数※）｝ 

 

 

 

※地球温暖化係数 

温  室  効  果  ガ  ス 地球温暖化係数 

二酸化炭素（ＣＯ２） １ 

メタン（ＣＨ４） ２５ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ２９８ 

１･１･１･２-テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ） １，４３０ 
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２．年間活動量（平成２8年度） 

 

活   動   項   目 単位 活  動  量 

燃
料
使
用
量 

ガソリン Ｌ ９，１５１．７ 

灯油 Ｌ １５５，６７７．０ 

軽油 Ｌ ３４，４６１．１ 

Ａ重油 Ｌ ２４４，７５１．０ 

液化石油ガス（ＬＰＧ） m3 ４，５３６．８ 

電気使用量 kWh ６，０５６，４０１．０ 

自
動
車
の
走
行
量 

ガ
ソ
リ
ン 

普通・小型乗用車 ㎞ ２９，７３９．０ 

軽自動車 ㎞ ２５，０３８．０ 

小型貨物車 ㎞ １６，２７２．０ 

軽貨物車 ㎞ ２３，４０２．０ 

軽
油 

普通貨物車 ㎞ ６，３４５．０ 

小型貨物車 ㎞ ６，８６５．０ 

特殊用途車 ㎞ ４６，００６．０ 

ＨＦＣ－１３４ａ 
カーエアコン使用（年間） 台 ４１ 

カーエアコン廃棄 kg １ 

一般廃棄物焼却量 湿t ５，２８２．０ 

下水処理量 m3 １９５，８７２．０ 

し尿処理量 m3 ９，０９６．０ 

 

 

 

３．各温室効果ガスの排出量（平成２8年度） 

 

温 室 効 果 ガ ス 排 出 ガ ス 量 

二酸化炭素（ＣＯ２） ４，２５６，０５１ ㎏ 

メタン（ＣＨ４） ９２１．２ ㎏ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ４２５．９ ㎏ 

ＨＦＣ－１３４ａ １．４１ ㎏ 

注）排出ガス量の計算は，平成２8 年度における年間活動量と本計画（第４次計画）に適用する

排出係数を用いて再計算している。適用する排出係数の数値が第３次計画と異なるため，第 3

次計画時における平成２8 年度排出ガス量の数値とは異なる。 
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４．温室効果ガスの総排出量（ＣＯ２換算）（平成２8年度） 

 

温室効果ガス 排出ガス量 地球温暖化係数 総 排 出 量 

二酸化炭素（ＣＯ２） ４，２５６，０５１ ㎏ １  ４，２５６．０５ t-CO2 

メタン（ＣＨ４） ９２１．２ ㎏ ２5  ２３．０３ t-CO2 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ４２５．９ ㎏ ２９８  １２６．９１ t-CO2 

ＨＦＣ－１３４ａ １．４１ ㎏ １，４３０  ２．０２ t-CO2 

計   ４，４０８．０１ t-CO2 

 

 

 

５．活動項目別の温室効果ガス排出割合（平成２8年度） 

 

活 動 項 目 排出ガス量 割 合（％） 

電気使用 ３，０８８．７６ t-CO2 ７０．１  

施設燃料 １，０５７．１４ t-CO2 ２４．０  

公用車 １１３．２９ t-CO2 ２．６  

ゴミ焼却 １２４．００ t-CO2 ２．８  

下水・し尿処理 ２４．８１ t-CO2 ０．６  

※施設燃料は「灯油」「Ａ重油」「ＬＰＧ」の合計。 

公用車は「ガソリン」「軽油」「走行距離」「カーエアコン」の合計。 

 

排 出 割 合 
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Ⅲ．削減目標 

 

１．削減目標及び目標排出量 

この目標は，平成２8年度に対する平成３4年度における数値目標である。 

項  目 

削  減  目  標 総  排  出  量 

削減率 削減量 
基準年度 

（平成２8年度） 

目標年度 

（平成３4年度） 

総排出量 ５．０ ％ 
２１９．７ 

t-CO2 

４，４０８．０１ 

t-CO2 

４，１８８．２９ 

t-CO2 

 

 

 

削減目標内訳 

項   目 削減目標 削 減 量 

電 気 使 用 量 ６．６ ％ ２０３．９ t-CO２ 

燃 料 使 用 量 １．５ ％ １５．８ t-CO２ 

計 ５．３ ％ ２１９．７ t-CO２ 

 

 

 

目標に対する削減活動量 

項    目 削減目標 削 減 活 動 量 

電    気 ６．６ ％ ３９９，７２２ kWh 

燃 

料 

灯   油 

１．５ ％ 

２，３３５．２ Ｌ 

Ａ 重 油 ３，６７１．３ Ｌ 

液化石油ガス ６８．１ m3 

 

 

 

 



- 10 - 

Ⅳ．取組内容 

 

１．電気使用量削減 

（１）照明機器の適正な使用・管理 

① 昼休み，残業時，休日，事務室内の未使用スペース等は消灯。 

② 日中の廊下・階段等の供用部分は，支障のない範囲で消灯。 

③ 会議室，トイレ，倉庫などの「ノーマン・ノーライト」の推進。 

④ 照明機器の清掃，電球及び蛍光灯の適正な時期での交換を実施。 

⑤ 省エネルギー機器への更新。 

⑥ 自然光を有効活用し，照明の消灯又は間引きの実施。 

 

（２）事務用機器の適正な使用・管理 

① 省エネルギー設定機能を持った機種では必ず省エネルギーモードを利用。 

② 長時間使用しないときは，機器の主電源を切り待機電力を抑制。 

 

（３）空調機器の適正な使用・管理 

① 冷暖房の設定温度は，冷房２８℃，暖房２０℃を目安に，適切な温度管理に努め，

「クールビズ」「ウォームビズ」を推進。 

② 空調機器のフィルターの定期的な掃除。 

③ 冷暖房中の窓・出入口の開放や不必要な開閉の抑制。 

④ 空調機器の運転終了時間の繰上げによる余熱活用を推進。 

⑤ 自然光や自然風を積極的に取り入れるとともに，冷房時はブラインド等により日射

を遮り，空調負荷を抑制。 

⑥ 可能な施設においては，緑のカーテンを実施し，空調負荷を抑制。 

 

（４）エレベーターの使用抑制 

① 近くの階へは積極的な階段の利用。 

 

（５）省エネルギー機器の購入 

① 機器の購入にあたっては，エネルギー消費効率の高い省エネルギー型製品の購入を

推進。 

② コピー機，プリンター，ファクシミリの購入について，トナーカートリッジの回収・

リサイクルが可能な製品を購入。 
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２．施設燃料使用量削減 

（１）暖房設備の適正な使用・管理 

① 冷暖房の設定温度は，冷房２８℃，暖房２０℃を目安に，適切な温度管理に努め，

「クールビズ」「ウォームビズ」を推進。 

② 暖房中の窓・出入口の開放や不必要な開閉の抑制。 

③ 暖房設備の運転終了時間の繰上げによる余熱活用を推進。 

 

 

３．公用車 

（１）公用車の使用の合理化 

① 空ぶかし・急発進・急加速の禁止及び，アイドリングストップなど，エコドライブ

を徹底。 

② 定期的に車両の点検･整備を励行。（給油時のタイヤ空気圧の点検調整・不必要物

品の積載抑制など） 

③ 合理的な走行ルートの選択及び経済速度による走行。 

④ 無駄な荷物を積まない。業務に支障がない場合は，燃料給油は８割程度に。 

⑤ 乗車人員，運搬物など用途に合わせ利用車両を選択するとともに，低公害車を積極

的に選択利用する。 

⑥ 近距離（概ね２㎞以内）の出張は，できる限り徒歩あるいは自転車を利用。 

 

（２）低公害車・低排出ガス車・低燃費車の導入 

① 公用車の新規導入・更新の際は，低公害車の率先的な導入。 

② 低公害車を導入しない場合においても，低排出ガス車・低燃費車など環境負荷の少

ない車の導入。 

 

（３）小型の自動車の導入 

① 公用車は使用目的に合わせ，必要最小限の大きさ・排気量の車種を導入。 

 

 

４．廃棄物焼却量削減 

（１）ごみ減量化 

① 用紙類の使用量の削減。 

② 簡易包装製品の購入。 

③ ファイリング用品の積極的な再使用。 

④ プラスチック製の使い捨て容器の使用抑制。 

⑤ ごみの分別回収を徹底し，ごみの発生を抑制。 

⑥ 過剰な包装・梱包を行わないよう，納入業者等へ要請。 
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（２）資源化・リサイクル化 

① 「４Ｒ運動」の推進。 

② 廃棄物の分別を徹底し，資源の有効利用を徹底。 

③ トナーカートリッジは業者による回収・リサイクルを徹底。 

（３）住民啓発 

① 「４Ｒ運動」の周知徹底を行い，ごみの排出を抑制。 

② 「北島町エコファミリー制度」の普及。 

③ 「北島町ごみ減量・リサイクル推進店」の普及。 

 

 

５．用紙類使用量削減・再生紙利用率 

（１）用紙類の使用量の削減 

① 書類を作成する場合，両面印刷の徹底及び必要最小限の部数を印刷。 

② 電子メール・庁内ＬＡＮの積極的な活用によりペーパーレス化を推進。 

③ コピー機の使用後は必ず設定をリセットし，ミスコピーを防止。 

④ 裏紙が白色の使用済み用紙を再利用。 

 

（２）再生紙の積極的使用 

① コピー用紙・印刷用紙の購入については，再生紙利用率１００％・白色度７０％以

下のものを購入。ただし，色つき用紙及び白色度等が要求される場合を除く。 

② 紙製の物品は，可能な限り再生紙を使用した製品を利用。 

 

 

６．その他 

（１）緑化の推進 

① 二酸化炭素の吸収源として，緑化及び緑地の確保を推進。 
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Ⅴ．推進及び点検・評価 

 

１．推進・点検の体制 

推進・点検は，北島町まちみらい課が担当する。また，全職員が主体的に温暖化防止対策

を推進することを原則とする。 

 

２．実施状況の点検の方法 

毎年度，定期的に計画の実施状況を調査し，計画の効率的な推進を図る。また，必要に応

じて計画の見直しを行うものとする。 

 

 

 

Ⅵ．用語解説 

 

二酸化炭素（ Ｃ Ｏ ２ ）： 石油や石炭などの化石燃料の焼却により発生し，温室効果ガ

スの中では最も多く排出されています。 

 

メ タ ン （ Ｃ Ｈ ４ ）： 下水・し尿の処理及び自動車の走行に伴う化石燃料の使用等

により発生します。 

 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）： メタンと同様に，廃棄物の焼却及び自動車の走行に伴う燃料

使用等により発生します。 

 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）： 代替フロンの一種であり，法対象となる１３物質の総称です。

本計画では，1,1,1,2-テトラフルオロエタン（ＨＣＦ－１３４

ａ）を算定対象としており，カーエアコンや冷蔵庫等の冷媒と

して使用されています。 


